
令和６年度 学校基本調査の結果（速報）

長崎県県民生活環境部統計課

結果のポイント

学校基本調査とは

本調査は文部科学省の統計調査で、学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項で

ある学校数、在学者数、教職員数、卒業者数等の状況を明らかにするため、昭和２３年度

から毎年５月１日現在で実施している基幹統計です。               

なお、全国版は文部科学省のホームページで公表しています。

Ⅰ．学校の基本的事項

  １．総括

   令和６年度の学校数は846校で、前年度より8校減少（幼稚園1園減、幼保連携型認定

こども園2園増、小学校4校減、中学校3校減、専修学校2校減）している。在学者につ

いては156,133人で、前年度より3,068人（1.9％）減少している。

      幼稚園の園児数は6,025人で、前年度より588人(8.9%)減少した。

幼保連携型認定こども園の園児数は11,960人で、前年度より107人(0.9%)減少した。

   小学校の児童数は65,115人で、前年度より1,500人(2.3%)減少し、昭和56年度以降44

年連続の減少となった。

   中学校の生徒数は34,616人で、前年度より503人(1.4%)減少し、令和4年度以降3年連

続の減少となった。

    高等学校の生徒数(全日制・定時制)は33,091人で、前年度より239人(0.7%)減少し、平成3

年度以降34年連続の減少となった。

特集１

〇小学校、中学校、高等学校の児童・生徒数は減少傾向が続く。

〇令和６年３月高等学校卒業者の県内就職率は68.5％。



２．幼稚園

（１）園数

   幼稚園数は95園で、前年度より1園減少した。

（２）園児数

園児数は6,025人（男子3,049人、女子2,976人）で、前年度より588人（男

子302人、女子286人）減少した。

（３）教員数

     教員数（本務者）は894人で前年度より6人増加し、教員１名あたりの園児

数は6.7人であった。



３．幼保連携型認定こども園

（１）園数

    こども園数は116園で、前年度より2園増加した。

（２）園児数

園児数は11,960人（男子6,161人、女子5,799人）で、前年度より107人（男

子111人減、女子4人増）の減少となった。

  （３）教員数

     教員数（本務者）は2,235人で、前年度より21人増加し、教員１名あたりの園

児数は5.4人であった。

４．小学校

  （１）学校数

    小学校の学校数は314校（国立1校、公立307校、私立6校）で、前年度より4校

減少した。

  （２）児童数

    児童数は65,115人（男子33,373人、女子31,742人）で、前年度より1,500人（男

子707人、女子793人）減少した。

（３）教員数

    教員数（本務者）は5,402人で、前年度より7人増加し、教員１名あたりの児童

数は12.1人であった。



５．中学校

（１）学校数

     中学校の学校数は181校（国立1校、公立164校、私立16校）で、前年度より3校

減少した。

（２）生徒数

     生徒数は34,616人（男子17,850人、女子16,766人）で、前年度より503人（男子

363人、女子140人）減少した。

（３）教員数

  教員数（本務者）は3,225人で、前年度より48人減少し、教員１名あたりの

生徒数は10.7人であった。

６．高等学校

（１）学校数

     高等学校の学校数は79校（公立57校、私立22校）で、前年度と同じであった。

  （２）生徒数

  生徒数は33,091人（男子16,989人、女子16,102人）で、前年度より239人（男

  子62人、女子177人）減少した。

  （３）教員数

     教員数（本務者）は3,141人で、前年度より26人減少し、教員１名あたりの

生徒数は10.5人であった。

  



７．特別支援学校

（１）学校数

特別支援学校の学校数は18校（国立1校、公立17校）で、前年度と同じであった。

（２）在学者数

     在学者数は1,827人（男子1,176人、女子651人）で、前年度より58人（男子39人、

女子19人）増加した。

（３）教員数

教員数（本務者）は1,123人で、前年度より15人増加し、教員１名あたりの生徒

数は2.1人であった。

８．専修学校

（１）学校数

    学校数は32校で、前年度より2校減少した。

（２）生徒数

     生徒数は3,091人（男子1,177人、女子1,914人）で、前年度より187人（男子

106人、女子81人）減少した。

９．各種学校

（１）学校数

    学校数は9校で、前年度と同じであった。

（２）生徒数

     生徒数は365人（男子189人、女子176人）で、前年度より2人（男子8人増、

    女子6人減）増加した。



Ⅱ．中学校及び高等学校卒業後の状況

１．中学校

  （１）卒業者数

    令和6年3月の中学校卒業者数は11,909人（男子6,169人、女子5,740人）で、

前年度に比べ71人(0.6％)増加した。

  

（２）卒業者の状況

     卒業者を状況別にみると、高等学校等進学者（注１）11,814人、専修学校等進学者

11人（専修学校高等課程進学者5人、専修学校一般課程等入学者1人、公共職業能力開

発施設等入学者5人）、就職者23人、その他61人となっている。

（３）高等学校等進学者

      高等学校等進学者数は11,814人（男子6,105人、女子5,709人）で、前年度に比べ

62人(0.5％)増加した。

高等学校等進学率は99.2％（男子99.0%、0.1ポイント減、女子99.5%、前年度と

同率）で、前年度に比べ0.1ポイント低下した。

（４）就職者

     就職者総数（注２）は23人で、前年度より3人増加した。

就職率は0.2％で、前年度と同率であった。

（注１）高等学校等への進学者数

        高等学校の本科(全日制・定時制及び通信制)及び別科、高等専門学校、特別支援学校高等部の本科

    及び別科へ進学した者をいう。また、進学して同時に就職した者も含む。

  （注２）就職者総数

     就職者と高等学校等進学者、専修学校（高等課程）進学者、専修学校（一般課程)等入学者、公共

   職業能力開発施設等入学者のうち就職している者を含んだ総数。就職者（臨時等）は除く。



２．高等学校

（１）卒業者数

     令和6年3月の高等学校(全日制・定時制)卒業者数は10,489人（男子5,474人、

女子5,015人）で、前年度に比べ444人(4.2％)減少した。

     

（２）卒業者の状況

        卒業者を状況別にみると大学等進学者（注３）5,269人、専修学校等進学者2,305人

（専修学校専門課程進学者1,635人、専修学校一般課程等入学者524人、公共職業能力

開発施設等入学者146人）、就職者2,688人、その他227人となっている。
※ 就職状況の推移は表11及び統計表（21頁）を参照

（注３）大学等進学者数

      大学(学部)、短期大学(本科)、大学・短期大学の通信教育部、大学・短期大学(別科)、高等学校(専攻科)

       及び特別支援学校高等部(専攻科)に進学した者をいう。また、進学して同時に就職した者も含む。

（３）大学等進学者

大学等進学者数は5,269人（男子2,508人、女子2,761人）で、前年度に比べ28人

      (0.5％)減少した。

   大学等進学率は50.2％（男子45.8%、0.9ﾎﾟｲﾝﾄ増、女子55.1%、3.0ﾎﾟｲﾝﾄ増）と

前年度に比べ1.8ポイント上昇した。



（４）就職者

就職者総数（注４）は、2,688人で、前年度に比べ140人(5.2％)減少した。

   就職率は25.6％と、前年度に比べ0.3ポイント低下した。

      就職者の県内就職率は68.5％で、前年度に比べ1.1ポイント低下した。
      （注４）就職者総数

      就職者と大学等進学者、専修学校(専門課程)進学者、専修学校(一般課程)等入学者、公共職業能力開発施設等入学

      者のうち就職している者を含んだ総数。就職者（臨時等）は除く。



Ⅲ 九州各県との比較

九州各県との比較については、表１５のとおりであった。

（１）在学者数の九州各県との比較（表１５）

表15　在学者数の九州各県との比較

　　　(単位：人、％)

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

43,712 2,493 6,025 6,446 5,603 4,152 6,846 5,743

12,871 10,541 11,960 17,060 12,094 14,401 21,752 15,276

271,649 42,038 65,115 92,831 53,456 56,065 83,913 99,638

140,570 22,959 34,616 48,663 28,716 30,326 45,100 50,437

124,335 22,130 33,091 43,397 28,615 28,954 41,900 42,759
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少子化に伴う児童生徒数の減少等により、全国の公立小中学校等では約7万室の空き教室
が生じています。
（空き教室は文部科学省の定義では「余裕教室」とされていますが、コラムでは一般的に馴染みのある空き

教室の表現を使用しています。）

特集の結果のとおり、長崎県
の児童数も減少を続けており、
それに伴い学級数もピーク時
の半数以下となっています。

↑当該年に小学1年生だった人の現在の年齢 出典：文部科学省「学校基本調査」（令和6年は速報値）

全国の公立小中学校の空き教室73,247室のうち、72,266室（約98.7％）が活用されており、
981室（約1.3%）が未活用となっています。活用中の空き教室のほとんどが当該学校の施
設として活用されていますが、学校施設外の活用では、放課後の子ども達の居場所として
多く活用されているようです。

コラム

※「空き教室（余裕教室）」とは

現在は普通教室として使用されてい
ない教室のうち、当該学校の学区域
に現に居住する児童等の人口を鑑み
て、今後5年間以内に、普通教室とし
て使用されることがないと考えられ
る教室。

全国で７万室！空き教室の現状

空き教室の98.7％は活用中！
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出典：文部科学省「廃校施設等活用状況実態調査」（令和3年5月1日現在）

当該学校施設での活用 96％
学校施設以外での活用 4％


